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１．はじめに 

従来の交通施設整備の評価は，もっぱら効率性基準に

基づく費用便益分析によって行われてきた．しかし，こ

の手法では，交通施設整備の有無による効果を評価して

いるだけで，誰に効果が及んでいるのかが明らかにでき

ない．地域公共交通の計画には，経営の視点からの評価

にもまして，「どのような人のどのようなことが損なわ

れており，対策を必要としているのはどの人か」を明確

にすることが必要である．また，国民全体の生活レベル

が向上することによって初めて，施策の有効性を確認す

ることができることから，今後は社会資本整備による便

益の最終帰着先である市民生活の状態を測る指標である

QOL （Quality of Life）によって評価はされるべきであ

ろう．本研究では，QOL のうち，移動に対する個々人

の交通サービスを客観的に評価することを目的とした

QOM（Quality of Mobility）指標を定義し，個々人の交通

の質を，効率性と公平性の両方の視点から客観的に評価

する方法を提案し，合志市の地域公共交通計画に適用し

て，その適用可能性を検証している． 
 
２．モビリティ水準評価のためのＱＯＭモデル 

個々人の交通サービス水準を相互に比較するためには，

評価の規範を明確にする必要がある．種々の規範の中で

も，公平論に関しては，主として厚生主義的 Approach
や資源配分 Approach などの考え方がある．前者は，主

観的に「幸せであるかどうか」を判断材料とした評価手

法で，サービス水準の高い人々ほど不満の回答率が高く，

サービス水準の低い人々ほど控えめなニーズを形成する

という傾向になってしまい，サービスを均等に配分でき

ない．後者は資源の配分状態を判断材料とした評価手法

であり，道路の改良率による道路評価に対して，利用者

の視点が欠落する可能性がある．これらに対して，本研

究では，アマルティア・センの CapabilityApproach2)の考

え方を援用して，個々人の交通サービスによる移動の質

QOMを定義する．Capability Approachとは，財や所得な

ど「資源」そのものでなく，また「資源」から得られる

「効用」でもな

く，「資源」と

「効用」の中間

に 位 置 す る

「Functioning」
に着目し，その

Functioning に

よって構成され

る Capability の

平等を測るとす

る考え方である．

Functioning とは「その人が持っている所得や資産で何が

できる状態にあるのか」という可能性を表し，資源を効

用に変換する能力ともいえる．  
Capability は 2 つの自由をもつという側面を持つ．1 つ

目の自由（図１の①）は，Functioning がそれぞれ色々な

種類の人の能力や自由を表しているので Functioning 自

体に自由があるという点である．2 つ目の自由（図１の

②）は，それら様々な Functioning のどれを選択するか

といった選択の自由があるという点である．QOM を定

義するのに Capability Approach を援用する際には，

Capability のこの 2 つの自由を何らかの方法で QOM 指

標の中にモデル化する必要がある．本論では，前者の自

由を「移動可能性の自由」，後者の自由を「移動選択性

の自由」と定義し，それぞれをモデル化する．本 QOM
モデルは図１に示す Functioning に対応する移動可能性

モデルと，Functioning の束である Capability の自由に対

応する移動選択性モデルから成る．各モデルの詳細な説

明は文献1)に譲り，その概要を図２に示す． 

 

３．合志市を対象としたサブモデルの推計 

（１）適用対象地域と調査の概要 

熊本市北部に隣接する合志市は平成 18 年 2 月に旧合

志町と旧西合志町が合併した人口約53,000人の地方都市

である．熊本市をはじめ県内外からの転入人口の増加等

により，人口の増加が続いており，今後も人口が増加し

ていくと見込まれている．一方で高齢者率は 19％であ

り，高齢化が進んでいる．市南部は熊本市のベッドタウ

ンとして機能し，市東部や市北部は農村地として機能し

ている．隣接自治体は菊陽町や菊池市，大津町，植木町

・文化施設への移動 
・業務での移動 

・通勤での移動 
・買物への移動 
 

① 

② 

図１ Capability Approach の概要 
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があり，主として大規模買物や大規模病院への移動の目

的地はこれら自治体にかなり依存している． 
公共交通機関には，路線バスと熊本電鉄（御代志－藤

崎宮前間：2 本/h），合志市内循環バスがある．路線バ

スは熊本市中心部から国道 387 号線を通り，菊池市まで

行く南北の路線は運行本数が多いものの，他の地域は極

端に本数が少ない．平成 20 年 10 月には，合志市と大津

町，植木町を結ぶ東西の路線が相次いで廃止された． 
図３は合志市とその周辺部の交通ネットワークと人口

分布である．人口は旧西合志町の熊本電鉄沿線や国道

387 号線沿いと県道 316 号線沿い，および菊陽町との境

界などに集中しているが，その他の交通サービス水準が

低い市東部や市北部にも人口は散在している．その人々

への交通サービスの提供のあり方が課題となっている． 
このような状況の中，合志市では，2008 年に「合志

市地域公共交通協議会」が発足した．今後，交通マスタ

ープランの策定が予定されており，その評価に本手法を

適用する． 
合志市の住民の移動に関する現状を把握し，QOM モ

デルのサブモデルを推定するために，合志市全域を対象

に「合志市の交通実態と意識に関する調査」を実施した．

アンケート調査は，同年に実施した「合志市公共交通計

画策定調査」で継続調査への協力依頼に同意した世帯に

対して，郵送配布・回収によって実施した．質問内容は

表１に示すよ

うなものであ

る．しかし，

協力者が少な

い地域には，

市職員による

無作為世帯抽

出・ポスティ

ング調査を，

回収サンプル

数が少ない合生区などの 4 区には世帯訪問配布留め置き

回収調査を，循環バス利用サンプルの収集のために合志

市運営の「老人憩いの家」における来訪者聴き取り調査

図３ 合志市の交通ネットワークと人口分布

調査日時

調査対象者

調査方法
郵送配

布・回収

ポスティ

ング

訪問留置

回収

インタ

ビュー

循環バス

乗客

回収数 288人 136人 158人 10人 34人
全回収数

調査内容
目的別満足度：総合、交通施設別

目的別移動頻度別許容時間

目的別移動状況：時間、目的地、手段、利用頻度

  626人

平成20年7月～11月

旧2町の主要市街地・集落

・合志市事前アンケートの追加調査希望者

・訪問時アンケート受諾者

・老人憩いの家，循環バス利用者

個人属性：性、年齢、職業、免許、送迎有無

表１ 「合志市の交通実態と意識に関する調査」概要

 

日常必須活動の移

動のしやすさ 
x1i 

日常必須活動以外の 
移動のしやすさ 

x2i

QOM

総合満足度 日常買物移動のし

やすさ 
ACijk

日常病院移動のし

やすさ

通勤のしやすさ 

・
・
・ 

ij間の日常買物移

動のしやすさ 
Cijk

ij間の日常買物移

動のしやすさ 
Cijk

満足度 
SAT

移動時間による 
移動のしやすさ 

TCM

交通手段選択による 
移動のしやすさ 

SCM
送迎者有無 

所要時間 

距離 

免許有無 ・
・ 

・
・
・ 

移動頻度 
FRQ

■移動可能性モデル ■移動選択性モデル 

(1)移動可能性モデル 
移動可能性モデルは、与えられた交通サービスをその効用との間をつなぐ

Functioning である移動目的別の移動のしやすさを評価するモデルである。ここで

は、｢移動時間による移動のしやすさ｣と｢交通手段の選択による移動のしやすさ｣の

２つのサブモデルから構成され、それぞれ次式で定義する。 
 
 
 
 
TCM は、移動頻度グループ n 別に、その移動のために許容できる交通手段別の移動

時間の累積分布関数Φnm(t)を n の構成比率wnmで加重平均し、所要時間が t 以下で移

動可能な利用者割合を示す。 
一方、SCMは利用可能な選択肢の最大効用の期待値、つまり合成効用値である。 
上記の要因に影響されて｢k 目的移動のしやすさ｣という Functioning が定義され、

これを潜在変数とみなし、それが満足度や利用頻度という観測変数に影響を与えて

いると仮定して、分散共分散構造分析を行う。潜在変数のパス係数を上記のサブモ

デルの評価指標に乗じて統合化したものが、Functioning である｢k 目的移動のしやす

さ｣の評価値Cijkとなる 

(2)移動選択性モデル 
 移動可能性モデルは、全ての移動目的の移動のしやすさを「目的地の選択自由性

評価サブモデル」と「移動目的の選択制サブモデル」によって統合した。 
 
 
 
 
前者のモデルは当該ゾーン i から移動目的 k の目的施設までの移動のしやすさ ACik 
であり、式(3)に示すように Ajklの Cijk値による減衰型グラビティモデルによって定義

する。ここで、Aiklは目的地 j にある移動目的 k の l 番目施設の魅力度指標値，たと

えば施設面積などである．一方、後者は各種の移動目的の目的施設までの移動のし

やすさACikを式(3)によってQOMiに総合化する。 
 
 
 
データとした主成分分析による主成分得点を x1i，x2i を用いて，次式に示すコブ＝

ダグラス型関数(4)でQOMiを表現する． 
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図２ ＱＯＭモデルの概要 



と全6コースの乗り込み聞き取り調査を実施した． 
須屋地区と竹迫地区の交通目的別交通機関分担率を図

４に示す．須屋地区では業務と日常買物を除いた交通目

的で公共交通を利用している人の割合が高い．しかし，

福原地区ではいずれの交通目的でも公共交通の利用率は

低く，自動車運転と同乗送迎の比率が高い．このように，

交通目的別交通機関分担率の差は顕著である．これは，

前者ではバスが一時間に数本，熊本電鉄も一時間に 2，
3 本あるのに対し，後者では熊本市中心部に行くバスが

一日に数本あるだけで，他の地域に行くためには数回の

乗り継ぎが必要となるためと考えられる．図５は両地区

の交通目的別原単位である．福原地区は須屋地区に比べ

て原単位がかなり小さく，特に日常買物や日常病院目的

で顕著な差がある． 
これに対して，交通環境に対する総合的満足度を図６

に示す．地区間で公共交通サービスや原単位に差がある

のに対して，満足度にはあまり差はない．交通サービス

が充実すれば生活質が良くなるという考え自体の欠陥に

よる．このように，公共交通サービス水準を満足度で評

価すると，地域の格差を拡大させる恐れがある．これに

対して，これを公共交通で移動するという Functioning
が Capability の外に位置し，身近に公共交通サービスが

充実している人よりも移動の選択の幅が小さくなってい

るためと考えるCapability Approachは有用である． 
（２）ＱＯＭモデルの推定 

 アンケート調査から得られたデータを用いて図２に従

って QOM モデルの推計を行う．TCM は自家用車と公

共交通機関別に式(1)によって算出する．SCM は，自動

車(運転)と自動車(送迎)，徒歩・二輪車，公共交通機関

(バス・電鉄)，市内循環バスを選択肢として推定された

移動目的別の非集計型多項ロジットモデルより求めてい

る．これらの指標値をインプットとし，アンケートの満

足度，快適性，および移動頻度の回答をアウトプットと

した MIMIC 型の構造方程式により，Functioning である

移動目的別の移動しやすさ指標値 Cijk を推定した．最後

に，Functioning の束である Capability を表現するために，

式(3)と(4)によってCijkをQOMi値に変換した． 
現況の QOMRi値の空間分布図を 4 次メッシュゾーン

ごとに視覚化した例を図７に示す．基本的には QOMRi

は個人 i ごとのモビリティ水準を評価することができる

が，ここでは個人属性（成人男子，成人女子，高齢者），

免許の保有・非保有といった属性別に集計し，例として

高齢者で免許非保有者は任意のゾーンでどの程度のモビ

リティ水準となるかを示している． 

 

４．ＱＯＭ評価手法による合志市の交通政策評価 
（１）政策シナリオの設定 

ここでは、推定された QOM モデルを用いて合志市の 図７ 高齢者・免許非保有者の現況の QOMRi 値
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図４ 地区別交通機関分担率 
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地域公共交通の施策シナリオの評価を行う．シナリオ評

価を行うのに必要な属性別人口や目的施設の魅力度指標

値は以下のように設定した． 
1) 政策シミュレーションによる効果の空間的な分析単位

は４次メッシュ（500m×500m）とする． 
2) 自由に運転できる車の有無，送迎者の有無，MT の 1
時間あたりの運行本数などの交通条件については，アン

ケートで得られた属性別の回答値を将来も用いる． 
3) メッシュ別の将来人口には，合志市総合計画の中で推

計されている将来人口を実績人口に比例配分した値を用

いる．なお，将来人口推計はコーホート要因法による． 
4) 成人男性人口や高齢者人口などの属性別人口について

も，合志市のトレンド値を用いて推計する． 
5) 移動目的別の目的施設の位置とその魅力度指標は将来

も変わらないとする．また，通勤，業務，日常買物，日

常交流目的のための施設の魅力度値 Ajkl だけが，人口増

と同様の比率で増加すると仮定し，その他の移動目的の

施設魅力度は不変とした． 
 政策シナリオとしては，Scenario-1：現況の循環バス

を残したまま，「熊電の都心結節と LRT 化計画」に従

って辻久保まで熊本電鉄を延伸するものと，Scenario-
2：循環バスに代わって，合志市の地域交通再生・活性

化協議会の連携計画で検討されている環状バス・乗合タ

クシー・温泉バスの導入と熊本電鉄延伸を組み合わせた

ものの2つである． 

（２）政策評価 

ここでは両シナリオに対する高齢者・免許非保有者の

QOMRi 値の分布を図８と図９に示す．現況に比較して，

Scenario-1 の QOMRi値は向上しており，特に熊本電鉄延

線とその周辺で向上している．一方，Scenario-2 の

QOMRi値は Scenario-1 よりも向上している．これは，現

在の循環バスは 6 系統，1 コース週 2 回，2～4 本/日で

運行しているものの，運行ルートがユーパレス弁天や老

人憩いの家などの日常交流目的以外には高齢者にとって

は利用しづらいのに対して，Scenario-2 で設定した環状

バスは，合志市の主要施設や大規模商業施設を通ること，

熊本電鉄や路線バスとの結節が改善されることから，多

くの移動目的での利用可能性と交通手段選択の幅が広が

ったためである． 
各政策による合志市全体のモビリティ水準と公平性の

変化を表２に示す．公平性の評価には QOMRi 値に対す

るアトキンソン指標値を用いた．両シナリオともにアト

キンソン値，QOMR QOMR 値は改善されているが，

Scenario-1 では公平性が，Scenario-2 ではモビリティ水準

が大きく改善された．両施策とも地域全体のサービス水

準を向上させると同時に，個人間の公平性を図ることが

できる政策であるといえる． 
 

５．おわりに 
本研究では，Capability Approach に基づいて，移動可

能性と移動選択性から成る移動の質 QOM を評価する手

法を提案した．本手法は，地域や属性ごとの交通サービ

ス水準を QOM 指標によって表現できることから，バス

路線やコミュニティバスなどの新交通といった公共交通

の改編や人口誘導などの施策導入による地域全体の効果

とともに，公平性までも評価することが可能となった． 
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図８ 高齢者に対する Scenario-1 の QOMRi 

図９ 高齢者に対する Scenario-1 の QOMRi 

表２ 公共交通政策シナリオ別の QOM 指標の比較 
  現況 Scenario-1  Scenario-2 

全体 80.43 80.74 (1.00) 81.82 (1.02) 

成人男性 77.55 78.59 (1.01) 80.35 (1.04) 

成人女性 84.81 84.85 (1.01) 84.97 (1.01) 
QOMR  

高齢者 78.27 78.12 (0.99) 79.62 (1.02) 
QOMA  79.43 79.99 (1.01) 80.85 (1.02) 

アトキンソン指標 0.0125 0.0092 (0.74) 0.0119 (0.95) 

60%以下 17.9 14.5 (0.81) 17.1 (0.95) QOMRi 値の

人口構成比率 80%以下 46.2 42.2 (0.91) 40.5 (0.88) 
注）（ ）内は現況値からの伸び率を示す 

 


